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○ 消費税率引上げによる増収分は、全て社会保障の充実・安定化に向ける。
○ 社会保障の安定財源確保と財政健全化の同時達成を目指す観点から、平成29年度の増収額
8.2兆円については、
①まず基礎年金国庫負担割合２分の１に3.1兆円を向け、
②残額を満年度時の
・「社会保障の充実」及び「消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増」と
・「後代への負担のつけ回しの軽減」
の比率（概ね１：２）で按分した額をそれぞれに向ける。

○基礎年金国庫負担割合２分の１
（平成24年度・25年度の基礎年金国庫負担割合
２分の１の差額に係る費用を含む）

○社会保障の充実
・子ども・子育て支援の充実
・医療・介護の充実
・年金制度の改善

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増
・診療報酬、介護報酬、年金、子育て支援等についての
物価上昇に伴う増

○後代への負担のつけ回しの軽減
・高齢化等に伴う自然増を含む安定財源が
確保できていない既存の社会保障費

〈29年度消費税増収分の内訳 〉
後代への負担のつけ回しの軽減

消費税率引上げに伴う社会保障4経費の増

社会保障の充実

基礎年金国庫負担割合1/2

《8.2兆円》

《14兆円》

（参考）算定方法のイメージ

7.3兆円

0.8兆円

2.8兆円

3.2兆円

概ね

②

①

満年度
（消費税率10％時）

：

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）である。
（注２） 上記の社会保障の充実に係る消費税増収分（1.35兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.49兆円）を活用し、社会保障の充実（1.84兆円）の財源を確保。
（注３） 満年度の計数は、軽減税率導入による減収分についての財源確保分を含む。

平成29年度の社会保障の充実・安定化について

3.1兆円

1.35兆円

0.37兆円

3.3兆円

②

①

：

29年度

3.1兆円

1.35兆円

0.37兆円

3.3兆円

《増収額計：8.2兆円》

（消費税率８％時）
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事 項 事 業 内 容
平成29年度
予算案

（参考）
平成28年度
予算額国分 地方分

子ども・子育て支援

子ども・子育て支援新制度の実施 6,526 2,985 3,541 5,593

社会的養護の充実 416 208 208 345

育児休業中の経済的支援の強化 17 10 6 67

医
療
・
介
護

医療・介護サービス
の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等
・ 地域医療介護総合確保基金（医療分）
・ 診療報酬改定における消費税財源等の活用分

904
442
602
313
301
129

904
422

地域包括ケアシステムの構築
・ 地域医療介護総合確保基金（介護分）
・ 平成27年度介護報酬改定における消費税財源の活用分
（介護職員の処遇改善等）
・ 在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実

724
1,196

429

483
604

215

241
592

215

724
1,196

390

医療・介護保険
制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 612 0 612 612
国民健康保険への財政支援の拡充

・ 財政安定化基金の造成
（基金の積立残高）

1,100
（1,700）

1,100 0 580
（600）

・ 上記以外の財政支援の拡充 2,464 1,632 832 1,664

被用者保険の拠出金に対する支援 700 700 0 210

70歳未満の高額療養費制度の改正 248 217 31 248

介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 221 111 111 218
難病・小児慢性
特定疾病への対応

難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用等 2,089 1,044 1,044 2,089

年 金
年金受給資格期間の25年から10年への短縮 256 245 10 －

遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 44 41 3 32

合 計 18,388 10,511 7,877 15,295

平成29年度における「社会保障の充実」（概要）

（注１）

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２） 消費税増収分（1.35兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.49兆円）を活用し、上記の社会保障の充実（1.84兆円）の財源を確保。

（注３） 「子ども・子育て支援新制度の実施」の国分については全額内閣府に計上。

（注４） 「育児休業中の経済的支援の強化」の国分のうち、雇用保険の適用分（10億円）は厚生労働省、国共済組合の適用分（0.1億円）は各省庁に計上。

（注３）

（注４）

（単位：億円）
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量的拡充 質の向上

所要額 ４，２５８億円 ２，６８４億円

主な内容

○認定こども園、幼稚園、保育所、
地域型保育の量的拡充
（待機児童解消加速化プランの推進等）

○３歳児の職員配置を改善（２０：１→１５：１）
○私立幼稚園・保育所等・認定こども園の職員給与
の改善（+３％）（注）
○保育標準時間認定に対応した職員配置の改善
○研修機会の充実（２日分）（注）
○小規模保育の体制強化
○減価償却費、賃借料等への対応 など

○地域子ども・子育て支援事業の量的拡充
（地域子育て支援拠点、一時預かり、
放課後児童クラブ等）

○放課後児童クラブの充実
○病児・病後児保育の充実
○利用者支援事業の推進 など

○社会的養護の量的拡充 ○児童養護施設等の職員配置を改善（５．５：１→４：１等）
○児童養護施設等での家庭的な養育環境の推進
○民間児童養護施設等の職員給与の改善（+３％）（注）など

量的拡充・質の向上 合計 ６，９４２億円

（注）上記の0.7兆円メニューのほか、平成29年度より0.3兆円メニューとして、私立幼稚園・保育園等・認定こども園の職員
給与等の改善（+２％）、研修機会の充実（＋１日分）、放課後児童支援員の処遇改善を実施。

○ 「０．７兆円の範囲で実施する事項」として整理された「質の向上」の事項については、平成２９年度
予算においても引き続き全て実施。

子ども・子育て支援の「量的拡充」と「質の向上」項目（所要額）

３



平成29年度内閣府予算案の主要施策（子ども・子育て関係）

4

子ども・子育て支援新制度の実施（一部社会保障の充実）
（平成２８年度予算額） （平成２９年度予算案）
２兆２，５９３億円 → ２兆４，４９０億円

１兆６，０９１億円 → １兆６，５５９億円 【うち年金特別会計】

１．子ども・子育て支援新制度の実施（一部社会保障の充実） ２３，１７４億円（ ２１，７９０億円）

◆教育・保育、地域の子ども・子育て支援の充実（一部社会保障の充実） ９，１６７億円（７，６３６億円）
すべての子ども・子育て家庭を対象に、市町村が実施主体となり、幼児期の学校教育、保育、地域の子育て支援の量及び質の充実を図る。

① 子どものための教育・保育給付 ７，９２８億円（６，５００億円）

○ 子どものための教育・保育給付費負担金 7,879億円（6,428億円）
・施設型給付、委託費（認定こども園、幼稚園、保育園に係る運営費）

・地域型保育給付（家庭的保育、小規模保育、事業所内保育、居宅訪問型保育に係る運営費）等

≪主な充実の内容≫

◇保育士等の処遇改善等
・平成28年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内容に準じた保育士等の待遇改善（保育士・幼稚園教諭・保育教諭：＋1.3％）を平成

29年度の公定価格にも反映
・保育士等の研修機会の確保のため、保育園等の公定価格における代替職員の配置に要する費用を拡充（保育士等１人当たり年間２日→年間
３日）【0.3兆円メニューの一部実施】
・上記に加えて、「ニッポン一億総活躍プラン」等に基づく処遇改善を実施（後掲・５ページ参照）
◇幼児教育の段階的無償化等
・市町村民税非課税世帯について、第２子の保育料を無償化
・年収360万円未満のひとり親世帯等について、第１子の保育料を市町村民税非課税世帯並みに軽減
・１号認定子どもについて、年収約360万円未満相当世帯の保育料軽減

○ 子どものための教育・保育給付費補助金 49億円（72億円）

認可保育園等への移行を希望する認可外保育施設や認定こども園への移行を希望して長時間の預かり保育を行う幼稚園に対し、
特定教育・保育施設への移行を前提として運営に要する費用について財政支援を行う。

４



5

② 地域子ども・子育て支援事業 （年金特別会計に計上） １，２３９億円（１，１３６億円）

○ 子ども・子育て支援交付金 1,076億円（982億円）

市町村が地域の実情に応じて実施する事業を支援。

・利用者支援事業 ・延長保育事業 ・放課後児童健全育成事業 ・地域子育て支援拠点事業 ・一時預かり事業

・病児保育事業 ・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 等

○ 子ども・子育て支援整備交付金 163億円（154億円）

放課後児童クラブ及び病児保育施設への施設整備等を支援。

≪主な充実の内容≫

◇放課後児童クラブの拡充等
・「ニッポン一億総活躍プラン」を踏まえ、「放課後子ども総合プラン」に基づく放課後児童クラブの約122万人分の受け皿確保を平成30年度末に前倒
して実施するため、施設整備費の補助率嵩上げを継続するとともに、運営費補助基準額の増額を行うほか、放課後児童支援員等の人材確保対策
などを推進する。

③ 保育士等（※）の処遇改善 （※）子ども・子育て支援新制度の下での認定こども園及び幼稚園等の職員を含む。

◇保育士等（民間）の処遇改善

ア 民間保育園等に勤務する全ての職員を対象とした２％（月額６千円程度）の処遇改善【0.3兆円メニューの実施】

イ アに加えて、

・経験年数が概ね７年以上で、研修を経た中堅職員に対して、月額４万円（園長及び主任保育士等を除く職員全体の概ね１／３を対象）

・経験年数が概ね３年以上で、研修を経た職員に対して、月額５千円（園長及び主任保育士等を除く職員全体の概ね１／５を対象）

の追加的な処遇改善を実施する。

※ 経験年数に係る要件については「概ね」であり、各保育園等における職員の状況を踏まえ決めることができる。

※ 研修に係る要件については、平成29年度は当該要件を課さず、平成30年度以降は、職員の研修の受講状況等を踏まえ、決定。

※ 月額４万円の配分については、保育園等の判断で、技能・経験を有するその他の職員（園長を除く）に配分することができる。

ただし、月額４万円の対象者を一定数確保。

※ 技能・経験を有する保育士等に対する処遇改善については、職務手当を含む月給により実施。

※ 上記処遇改善の対象施設等は、公定価格における現行の処遇改善等加算の対象と同じ。

◇放課後児童支援員の処遇改善
・「ニッポン一億総活躍プラン」を踏まえ、勤続年数や研修実績等に応じた放課後児童支援員の処遇改善を実施する。【0.3兆円メニューの実施】

５



6

◆児童手当制度（年金特別会計に計上） １４，００７億円（１４，１５５億円）
次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するため、児童手当の支給を行う。

待機児童解消加速化プランに基づき、事業所内保育等の企業主導型の多様な保育の拡大等。

① 企業主導型保育事業 １，３０９億円（７９７億円）

・休日や夜間の対応など企業の勤務時間に合わせた保育や、複数企業による共同利用などの柔軟で多様な保育の提供を可能とした事業所

内保育施設の設置を促進する、企業主導型保育の拡大を支援する。

・企業主導型保育事業により、約５万人分の保育の受け皿の拡大を図る。

≪主な充実の内容≫
◇認可保育園等の取扱を踏まえ、保育士等の処遇改善等を実施
◇保育補助者雇上強化に関する補助の実施
◇防犯・安全対策強化に関する補助の実施

② 企業主導型ベビーシッター利用者支援事業 ３．８億円（３．８億円）

残業や夜勤等の多様な働き方をしている労働者等が、低廉な価格(補助額：2,200円、双子の場合は加算（補助額：9,000円）)でベビー
シッター派遣サービスを利用できるよう支援する。

２．事業所内保育など企業主導の保育施設の整備・運営等の推進(年金特別会計に計上） １，３１３億円（８００億円）

３．少子化対策の総合的な推進等 ２．９億円(１．８億円）

◆子ども・子育て支援新制度に係る広報啓発や子ども・子育て会議経費、 ECEC Network事業への参画などに要する経費 ２．９億円(１．８億円)l
広く国民一般の理解促進を図るため、新制度のパンフレットやポスター、冊子を作成し、地方自治体窓口や関連施設等で一般向けの広報に活用するなど
の、広報・啓発活動を行うための経費や、子ども・子育て支援法等に基づき、子ども・子育て会議、基準検討部会において、子ども・子育て支援新制度の施行
状況のフォローアップ等を行うための経費、OECDにおいて計画されている保育・幼児教育の従事者に関する調査に参加し、保育・幼児教育の質の向上
を図るための政策立案に資するデータを収集するための経費等。

平成２８年度に、子ども・子育て支援法を改正し、拠出金率の上限を０．２５％に引上げ。
平成２９年度の拠出金率は０．２３％（対27年度＋０．０８％）

６



平成29年度厚生労働省予算案の主要施策（子ども・子育て関係）

待機児童解消策の推進など保育の充実
（平成２８年度予算額） （平成２９年度予算案）
９，２９４億円 → １兆１，３５８億円 【内閣府予算を含む 】

９８７億円 → １，０１５億円 【うち厚生労働省予算】

１．待機児童解消加速化プランの更なる展開 ９７９億円（９６６億円）

◆保育園等の整備支援 ５６７億円（５３４億円）
市町村が策定する整備計画に基づき、保育園、認定こども園及び小規模保育事業所に係る施設整備事業の実施に要する経費に充てるため、市町
村に交付金を交付する。
また、待機児童解消加速化プランに基づき、意欲のある自治体の取組を強力に支援するため、補助率を嵩上げ(1/2→2/3)(※)して、保育園等の
整備を推進する。
① 保育園緊急整備事業（※）
② 認定こども園整備事業
③ 小規模保育整備事業（※）
④ 保育園等防音壁設置事業
⑤ 民有地マッチング事業

◆小規模保育等改修費支援 １１５億円（１７３億円）
待機児童解消加速化プランに基づき、意欲のある自治体の取組を強力に支援するため、補助率の嵩上げ(1/2→2/3)(※)による小規模保育等の設
置を促進する。
① 賃貸物件による保育園改修費等支援事業（※）
② 小規模保育改修費等支援事業（※）
③ 幼稚園における長時間預かり保育改修費等支援事業（※）
④ 認可化移行改修費等支援事業（※）
⑤ 家庭的保育改修費等支援事業（※）

◆賃貸方式による小規模保育等の推進 ７億円（ １億円）
賃貸方式による保育園や小規模保育事業所の賃借料の一部を支援することにより、保育園や小規模保育事業所による受け皿拡大を促進する。
また、土地の確保が困難な都市部での保育園整備を推進するため、土地借料の一部を社会福祉法人以外にも支援する。
① 保育園設置促進事業
② 都市部における保育園への賃借料支援事業【新規】
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◆保育人材確保のための総合的な対策 ２０３億円（２０６億円）
保育の受け皿拡大に伴い必要となる保育人材の確保のための取組として、「保育士宿舎借り上げ支援事業」の対象要件（保育園等に採用されて
から５年間）の拡大、市町村における新卒の人材確保や潜在保育士の再就職支援、就業継続支援の取組を積極的に支援するなど、保育人材確保対
策の充実を図る。
また、保育士の質の向上・人材確保を行うための各種研修を実施する。

○ 保育士確保対策
① 保育士・保育園支援センター設置運営事業【拡充】
② 保育士宿舎借り上げ支援事業【拡充】
③ 保育体制強化事業
④ 保育士養成施設に対する就職促進支援事業
⑤ 保育人材就職支援事業【新規】

○ 保育士資格取得と継続雇用の支援
① 保育士資格取得支援事業
② 保育士試験追加実施支援事業
③ 保育士試験による資格取得支援事業
④ 保育補助者雇上強化事業
⑤ 若手保育士や保育事業者への巡回支援事業
⑥ 保育士等のキャリアアップ構築のための人材交流等支援事業
⑦ 保育園等における業務集約化推進事業【新規】

○ 保育士の質の向上と保育人材確保のための研修
① 保育の質の向上のための研修事業
② 新規卒業者の確保、就業継続支援事業
③ 保育園保育士研修等事業
④ 保育士試験合格者に対する実技講習
⑤ 保育実習指導者に対する講習
⑥ 保育人材キャリアアップ研修【新規】

◆多様な保育の充実 ３３億円【新規】
０歳児期の育児休業終了後の「入園予約制」の導入を支援する。
また、３歳児以降の継続的な保育確保のため、３歳以上の子どもの受入れに特化した保育園等における３歳未満対象の「サテライト型小規模保
育事業所」の設置等を支援する。
①保育利用支援事業（入園予約制）【新規】
②サテライト型小規模保育事業【新規】
③医療的ケア児保育支援モデル事業【新規】
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２．地域子ども・子育て支援事業の推進（保育関係）≪内閣府予算案≫    １，１２５億円の内数（１，０５４億円の内数）

◆地域子ども・子育て支援事業 １，０７６億円の内数（９８２億円の内数）
市町村が地域の実情に応じて実施する以下の事業に要する費用について財政支援を行う。
① 利用者支援事業
子どもや保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利用について情報収集を行うとともに、それらの利用に当たっての
相談に応じ、必要な助言を行い、関係機関等との連絡調整等を実施するための経費。

② 延長保育事業
残業や通勤距離の遠距離化など保護者のニーズに応じて開所時間を超えて実施する延長保育を推進する。
※公立分については、地方財政措置により対応。

③ 病児保育事業
地域の児童を対象に当該児童が発熱等の急な病気となった場合、病院・保育園等に付設された専用スペースにおいて看護師等が一時的に
保育する事業、及び保育中に体調不良となった児童を保育園の医務室等において看護師等が緊急的な対応を行う事業等を推進する。

④ 一時預かり事業
日常生活上の突発的な事情や育児疲れ等に対応するため、保育園等で乳幼児を一時的に預かる事業を推進する。

⑤ その他（多様な主体の参入促進事業、実費徴収に伴う補足給付を行う事業）

◆安心かつ安全な保育の実施への支援 ３０億円【新規】
保育園等での事故を防止するため、保育園等への巡回指導や事故予防のための研修の実施などを支援する。
①保育園等の事故防止の取組強化事業【新規】
②保育施設・事業の届出に伴うICT化推進事業【新規】

◆認可を目指す認可外保育施設への支援（厚労省分） ３億円（１０億円）
認可外保育施設が認可保育園または認定こども園へ移行するために障害となっている事由を診断し、移行するための計画書の作成に要する費用
等について財政支援を行う。

◆事業所内保育施設への支援 ２１億円（４１億円）
事業所内保育施設の設置促進のため、設置・運営に係る経費を助成する。
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◆子育て支援員研修 ５億円（７億円）
幅広い子育て支援分野において、経験豊かな地域の人材が幅広く活躍できるよう、必要な研修を受講した者を「子育て支援員」として認定する
ことにより、新たな担い手となる人材の確保等を図る。

◆子ども・子育て支援の充実のための研修・調査研究事業の推進 ３億円（３億円）
子ども・子育て支援新制度において、様々な給付・事業が拡充されることに伴い、担い手となる職員の資質向上及び人材確保を行うため各種研
修を実施するとともに、子ども・子育て支援新制度の円滑な施行及び子ども・子育て支援に関する制度の見直しや課題に対応するための各種調査
研究を実施する。

３．その他の保育の推進 ３６億円（２１億円）

◆認可を目指す認可外保育施設への支援等 ４９億円（７２億円）
認可保育園等への移行を希望する認可外保育施設や認定こども園への移行を希望して長時間の預かり保育を行う幼稚園に対し、特定教育・保育
施設への移行を前提として運営に要する費用について財政支援を行う。

◆その他 ８億円（９億円）
認可外保育施設に従事する職員に対する健康診断に必要な費用の一部を補助する事業等に要する費用の一部を補助する事業等を実施する。
また、保育園等における重大事故の再発防止のための事故情報の集約、事後検証、マッチングサイト運営者のガイドライン遵守促進、子どもの
預かりサービスを行う事業者のガイドラインの適合状況の確認等を実施する。
さらに、保育所保育指針の改定を踏まえ、当該改定の周知を行う平成29年度において、改定内容の普及啓発並びに保育に関する指導、助言及び
調査を行う。

◆広域的保育園等利用事業 ２億円（２億円）
近隣に入園可能な保育園等が見つからない児童に対し、自宅から遠距離にある保育園等でも通所を可能にするため、送迎バス等を活用した保育
園等や一時預かりなどへの送迎の実施に要する費用の一部を補助する。

◆保育環境改善等事業 １７億円（１億円）
保育園等において、障害児を受け入れるために必要な改修等や、病児保育（体調不良児対応型）を実施するために必要な設備の整備等、一時預
かり事業の継続利用を実施するために必要な設備の整備等、放課後児童クラブにおいて乳幼児の受入れを実施するために必要な設備の整備等に必
要な経費の一部を助成する。
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社会的養護の充実（一部社会保障の充実）
（平成２８年度予算額） （平成２９年度予算案）
１，２７０億円 → １，４４８億円

◆社会的養護の充実（一部新規） １，４４８億円（１，２７０億円）

○ 社会的養護が必要な子どもについて、里親・ファミリーホームへの委託を進めるとともに、児童養護施設等の小規模化・地域分散化などを
図る。また、児童養護施設等の運営に要する費用を確保する。

○ 民間の児童養護施設職員等について２％の処遇改善を行うとともに、虐待や障害等のある子どもへの夜間を含む業務内容を評価した処遇改
善に加え、職務分野別のリーダー的業務内容や支援部門を統括する業務内容を評価した処遇改善を実施する。

○ 自立援助ホームについて、22歳の年度末までの間にある大学等就学中の者を対象に追加するとともに、これらの者以外の入居者や児童養
護施設の退所者等のうち、引き続き支援が必要な者に対し、原則22歳の年度末まで支援を継続する事業を創設する。
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平成29年度文部科学省予算案の主要施策（子ども・子育て関係）

１．幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進 334.2億※円(322.7億円)

幼児教育の振興
（平成２８年度予算額） （平成２９年度予算案）
３８２億円 → ３８４億円※

２．幼児教育の質の向上 ６．２億円（ ２．５億円）

◆幼児教育の質向上推進プラン ２億円( ２．２億円)

○ 幼児教育の推進体制構築事業 １．８億円(  ２億円)
地域の幼児教育の拠点となる幼児教育センターの設置や、幼稚園・保育園・認定こども園等を巡回して助言等を行う「幼児教育アド
バイザー」の育成・配置など、自治体における幼児教育の推進体制の検討・整備を行う。

○ 幼児期の教育内容等深化・充実調査研究 ０．２億円 (０．２億円)
効果的な指導方法や実効性のある学校評価など、幼児期における教育内容等について、より深化・充実するための調査研究を実施する。

※子ども・子育て支援新制度への移行分を含めた所要額

※子ども・子育て支援新制度への移行分を含めた所要額

「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」（平成28年８月１日開催）で取りまとめられた方針等を踏まえ、幼児教育無償化に向けた取組を「環境
整備」と「財源確保」を図りつつ、段階的に進める。

①市町村民税非課税世帯（第Ⅱ階層）の第２子無償化
市町村民税非課税世帯の第２子の保護者負担を無償にする。
【保護者負担額(年額)】第２子18,000円→ 0円（無償化）

②市町村民税所得割課税額77,100円以下世帯（第Ⅲ階層）の保護者負担の軽減
◆ひとり親世帯等
【保護者負担額(年額)】第１子91,000円→ 36,000円（55,000円引き下げ） ※第２子以降は既に無償化
◆その他の世帯
【保護者負担額(年額)】第１子192,800円→ 168,800円（24,000円引き下げ） 第２子97,000円→ 85,000円（12,000円引き下げ）

※第３子以降は既に無償化

【参考】各階層のモデル世帯（夫婦（片働き）と子供2人）の年収目安 第Ⅱ階層：～約270万円 第Ⅲ階層：～約360万円
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３．幼児教育の環境整備の充実 ４６．５億円※（５６．４億円）

◆認定こども園等への財政支援 ４１．５ 億円( ５１．４億円)
認定こども園の施設整備・園舎の耐震化・防犯対策に要する経費の一部を補助するとともに、幼稚園教諭免許と保育士資格の併有促進や、
研修等の実施費用を支援する。

○認定こども園施設整備交付金 ３０億円 (  ３０億円）
【負担割合（認定こども園施設整備） 国1/2 市町村1/4 事業者1/4 等】
○教育支援体制整備事業費交付金 １１．４億円（２１．３億円）
（※園務改善のためのICT化支援を含む）

◆私立幼稚園の施設整備の充実 ５億円 (    ５億円)
緊急の課題となっている耐震化に取り組むとともに、学校法人立幼稚園等の施設のアスベスト対策・防犯対策、エコ改修等に要する経費
の一部を補助することにより幼稚園の環境整備を図る。

◆幼稚園の人材確保のための取組の推進 ３．６億円【 新 規 】
幼稚園に優秀な人材を確保するため、人材登録制度の構築や離職防止を図る研修など先導的な取組を支援するとともに、事務の負担軽減
を図るためＩＣＴ化を支援し、幼稚園教員が働きやすい環境を整備する。

○幼稚園の人材確保支援事業 ０．９億円【 新 規 】
○園務改善のためのICT化支援※ ２．７億円【 新 規 】
※教育支援体制整備事業費交付金の１メニュー

◆幼稚園教育要領の普及・啓発 ０．６億円( ０．２億円)
新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切な教育課程を編成、実施する上での参考資料を作成するとともに、新幼稚園教育要領の改訂
の趣旨や理念等について周知･徹底を図る。

◆ECEC ※ Network事業の参加 ０．１億円( ０．１億円)
OECDにおいて計画されているTALIS幼児教育・保育従事者調査等に参加し、幼児教育の質の向上を図るための政策立案に資するデータを
収集する。
※ ECEC : Early Childhood Education and Care

※一部再掲含む

※ 上記のほか、幼稚園における待機児童の受入れ推進等のため、一時預かり事業（幼稚園型）について、長時間及び長期休業中の預かりに
係る補助額の増額を実施【内閣府予算（子ども・子育て支援交付金）に計上】
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幼児教育無償化の段階的取組について
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平成29年度における幼児教育の段階的無償化の推進について（案）

平成27年度 平成28年度 平成２９年度（負担軽減の拡充）

保護者負担額（月額） 保護者負担額（月額） 保護者負担額（月額）

第1子 15,100円 7,550円（負担軽減後の半額） 3,000円

階層区分

第３階層

２．年収約360万円未満相当世帯の保護者負担軽減

○１号認定子どもについて

※ひとり親世帯等について、第３階層は第2子以降、 第２階層は
第１子以降は、既に無償。

市町村民税所得割課税世帯
77,100円以下（年収約360万円未満相当）

１．市町村民税非課税世帯の第２子無償化

１号認定子ども：1,500円 ２号認定子ども：3,000円 ３号認定子ども：4,500円 ０円

市町村民税所得割課税世帯
77,100円以下
（年収約360万円未満相当）

第３階層
14,100円第1子

第2子

16,100円

8,050円
（同左）

7,050円

◆ひとり親世帯等の保護者負担の軽減措置を更に拡充する。

第1子 15,500円 7,750円（負担軽減後の半額） 6,000円
第３階層
市町村民税所得割課税額

第４階層の一部
市町村民税所得割課税額

48,600円未満（年収約330万円未満相当）

97,000円未満
（年収約360万円未満相当世帯まで）

第1子 27,000円 13,500円（基準額表の半額） 6,000円

※下記の保護者負担額は全て３歳以上児の保育標準時間認定の場合○２・３号認定子どもについて

○１号認定子どもについて

◆その他の世帯の保護者負担を以下のとおり軽減する。

＜所要額（公費ベース）＞
１号：約31億円 ※就園奨励費含む
2・3号：約37億円
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階層区分 利用者負担

①生活保護世帯 ０円

②市町村民税
非課税世帯

(所得割非課税世帯含む)
（～約270万円）

３，０００円
〔０円〕

※第2子以降は０円

③市町村民税
所得割課税額
77,100円以下
（～約360万円）

16,100円→14,100円
〔7,550円→3,000円〕

④市町村民税
所得割課税額
211,200円以下
（～約680万円）

２０，５００円

⑤市町村民税
所得割課税額
211,201円以上
（約680万円～）

２５，７００円

階層区分
利用者負担 利用者負担

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間

①生活保護世帯 ０円 ０円 ０円 ０円

②市町村民税
非課税世帯
（～約260万円）

６，０００円
〔０円〕

※第2子以降は０円

６，０００円
〔０円〕

※第2子以降は０円

９，０００円
〔０円〕

※第2子以降は０円

９，０００円
〔０円〕

※第2子以降は０円

③所得割課税額
48,600円未満
（～約330万円）

１６，５００円
〔7,750円→6,000円〕

１６，３００円
〔7,650円→6,000円〕

１９，５００円

〔9,250円→9,000円〕
１９，３００円

〔9,150円→9,000円〕

④所得割課税額
57,700円未満
〔77,101円未満〕
（～約360万円）

２７，０００円
〔13,500円→6,000円〕

２６，６００円
〔13,300円→6,000円〕

３０，０００円

〔15,000円→9,000円〕
２９，６００円

〔14,800円→9,000円〕

97,000円未満
（～約470万円） ２７，０００円 ２６，６００円 ３０，０００円 ２９，６００円

⑤所得割課税額
169,000円未満
（～約640万円）

４１，５００円 ４０，９００円 ４４，５００円 ４３，９００円

⑥所得割課税額
301,000円未満
（～約930万円）

５８，０００円 ５７，１００円 ６１，０００円 ６０，１００円

⑦所得割課税額
397,000円未満
（～1,130万円）

７７，０００円 ７５，８００円 ８０，０００円 ７８，８００円

⑧所得割課税額
397,000円以上
（1,130万円～）

１０１，０００円 ９９，４００円 １０４，０００円 １０２，４００円

教育標準時間認定の子ども
（１号認定）

保育認定の子ども
（２号認定：満３歳以上） （３号認定：満３歳未満）

平成29年度における特定教育・保育施設等の利用者負担（月額）（案）
○ 平成29年度予算案に基づき国が定める利用者負担の上限額基準（国庫（都道府県）負担金の精算基準）は、以下のとおり。
注：青字、緑字、赤字は平成29年度における「幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進」によるもの。

多
子
カ
ウ
ン
ト
年
齢
制
限
な
し

〃

有
り
（
小
学
校
３
年
生
以
下
）

多
子
カ
ウ
ン
ト
年
齢
制
限
な
し

〃

有
り
（
小
学
校
就
学
前
）

※１ 〔 〕書きは、ひとり親世帯、在宅障害児（者）のいる世帯、その他の世帯（生活保護法に定める要保護者等特に困窮していると市町村の長が認めた世帯）の額。
※２ 満３歳に到達した日の属する年度中の２号認定の利用者負担額は、３号認定の額を適用する。
※３ １号認定は小学３年以下の範囲、２・３号認定は小学校就学前の範囲において、特定教育・保育施設等を同時に利用する最年長の子どもから順に２人目は上記の半額、３人目以降については０円とす
る。ただし、年収約３６０万円未満相当の世帯においては多子のカウントにおける年齢制限を撤廃し、年収約３６０万円未満相当のひとり親世帯等については２人目以降については０円とする。
※４ 給付単価を限度とする。
※５ １号認定においては、平成26年度の保育料等の額が市町村が定める利用者負担額よりも低い私立幼稚園・認定こども園については、現在の水準を基に各施設で定める額とすることも認める（経過措 16



平成２９年度当初予算（案）
（保育対策関係）の概要
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待機児童解消に向けた保育の受け皿拡大

◆平成25年４月に 「待機児童解消加速化プラン」を策定し、平成25年度から平成29年度末までの５年間で新たに

50万人分の保育の受け皿を確保し、待機児童解消を図ることとしている。

※ 今後、25～44歳の女性の就業が更に進むことを念頭に、平成27年11月の「一億総活躍社会実現に向けて緊急に実施すべき

対策」に基づき整備目標を前倒し・上積み（40万人分 ⇒ 50万人分）。

◆ 各自治体の取組により、平成25～27年度の３か年で合計約31.4万人分の保育の受け皿拡大を達成し、

平成29年度までの５年間で合計約48.3万人分の保育の受け皿拡大を見込んでいる。

◆ さらに、平成28年度から実施している企業主導型保育事業により、約5万人分の保育の受け皿拡大を進めていく。

◇ 「待機児童解消加速化プラン」集計結果（平成28年度）

（平成２９年度末）
（平成26年４月） （平成28年４月） 50万人分確保時の利用率

１、 ２歳児 ： ３５．１％ → ４１．１％ → ４８．０％
＜ 【参考】女性の就業率 ： ７０．８％（2014年） → ７７％（2020年） ＞

（注）利用率：利用児童数 ÷ 就学前児童数
平成26年4月の利用率は小規模保育事業等を含んでいない。

１・２歳児の保育園等利用率の推移

○平成28年度補正予算（平成29年度に予定していた分のうちその一部の整備を前倒し）

○平成29年度当初予算案（前倒し分を除いた必要となる保育の受け皿に対応した予算を計上（4.6万人分））
► ０歳児期の育児休業終了後の「入園予約制」の導入支援
► ３歳以上に特化した拠点保育園に３歳未満対象の「サテライト型小規模保育事業所」の設置支援
► 保護者のニーズをかなえる保育コンシェルジュの展開
► 保育園等の設置の際に地域住民との合意形成等を進める「地域連携コーディネーター」の機能強化

＜待機児童解消加速化プランの全体像＞

受け皿確保に向けた取組

5か年合計平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

59,963人

( 計 314,248人 ) ( 計 169,547人 )
483,795人

72,430人 147,233人 94,585人 109,584人

「待機児童解消加速化プラン」集計結果（平成28年度）
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【趣旨】
市町村が策定する整備計画等に基づき、保育園、認定こども園及び小規模保育事業所に係る施設整備事業及び保育園
等の防音壁設置の実施に要する経費に充てるため、市町村に交付金を交付する。
また、待機児童解消加速化プランに基づき、意欲のある自治体の取組を強力に支援するため、補助率を嵩上げ
（1/2→2/3）して、保育園等の整備を推進する。

【対象事業】
・保育園緊急整備事業 ４４９．５億円 → ４９４．８億円
・認定こども園整備事業（幼稚園型） ４１．１億円 → ３０．９億円
・小規模保育整備事業 ４３．６億円 → ３０．５億円
・保育園防音壁設置事業 ７．８億円

【実施主体】 市町村（特別区含む。）

【設置主体】 社会福祉法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人、学校法人等（公立施設を除く）

【補助率】 １／２（待機児童解消加速化プランに参加する場合は２／３

保育園等整備交付金

（平成２８年度予算） （平成２９年度予算案）

５３４．２億円 → ５６４．０億円

待機児童解消加速化プラン
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【対象事業】

Ⅰ 保育士確保対策 １７７億円（１９４億円）

①保育士・保育園支援センター設置運営事業【拡充】

②保育士資格取得支援事業

③保育士宿舎借り上げ支援事業【拡充】

④保育体制強化事業

⑤保育士試験による資格取得支援事業

⑥保育士養成施設に対する就職促進支援事業

⑦保育士試験追加実施支援事業

⑧保育補助者雇上強化事業

⑨若手保育士や保育事業者への巡回支援事業

⑩保育士等のキャリアアップ構築のための人材交流等支援
事業

⑪保育園等における業務集約化推進事業【新規】

⑫保育人材就職支援事業【新規】

Ⅱ 小規模保育等の改修等 １２２億円（１７４億円）

①保育園等改修費等支援事業

②保育園設置促進事業

③都市部における保育園への賃借料支援事業【新規】

保育対策総合支援事業費補助金
平成２８年度予算：３８９．６億円 → 平成２９年度予算案：３９４．８億円

【事業内容】

Ø 「待機児童解消加速化プラン」に基づき、自治体の待機児童解消に向けた取組を強力に支援するため、小規模保育や家庭的保育等
の改修による受入児童数の拡大を図る。

Ø また、総合的な保育人材確保策を講じることにより、保育の受け皿拡大に必要となる保育人材の確保を図る。

Ø その他、障害児の受け入れに必要な改修や認可外保育施設職員に対する衛生・安全対策など、保育対策の基盤整備に必要な事業の
推進を図る。

Ⅲ その他事業 ７４億円（２２億円）

①民有地マッチング事業【拡充】

②認可化移行調査費等支援事業

③認可化移行移転費等支援事業

④広域的保育園等利用事業

⑤認可外保育施設の衛生・安全対策事業

⑥保育環境改善等事業

⑦家庭支援推進保育事業

⑧サテライト型小規模保育事業【新規】

⑨保育利用支援事業（入園予約制）【新規】

⑩医療的ケア児保育支援モデル事業【新規】

⑪保育園等の事故防止の取組強化事業【新規】

⑫保育施設・事業の届出に伴うICT化推進事業【新規】
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【目的】

保育士の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保する観点から、潜在保育士の就職や保育園等における潜在保育士活用支援等
を行うことを目的とする。

【実施主体】 都道府県・指定都市・中核市

【補助率】 国 １／２ 都道府県・指定都市・中核市 １／２

【要求（拡充）内容】
マッチング支援について、一定の実績がある都道府県等については、コーディネーターの追加配置を可能とする。

【保育士・保育園支援センターの主な事業内容】

○潜在保育士に対する取組
・再就職に関する相談・就職あっせん、求人情報の提供

○保育園に対する取組
・潜在保育士の活用方法（勤務シフト、求人条件、マッチング等）に関する助言

○保育士に対する取組
・保育園で働く保育士や保育士資格取得を希望する者からの相談への対応（職場体験など）

○人材バンク機能等の活用
・保育園への離職時に保育士・保育園支援センターに登録し、再就職支援（求人情報の提供や研修情報の提供）を実施
・また、新たに保育士登録を行う者に対しても保育士・保育園支援センターへの登録を促し、登録された保育士に対し、
就業状況等の現況の確認や就職支援等を行うことにより、潜在保育士の掘り起こしを行う。

①卒業生に対する

連絡依頼

②卒業名簿等を活用した
OB・OGへの連絡

【保育士・保育園支援センターの取組例】

ⅱ再就職の希望等を連絡

保育士養成施設

卒業生
（潜在保育士等）

ハローワーク

連携

保育士

離職した保育士
③再就職の希望等を連絡

ⅰ保育士登録名簿を活用した情報発信
ⅲ再就職支援機関、求人情報の提供や再就職
前研修情報の提供

ア 登録 ※保育士登録の際にセンターへの登録勧奨

ウ 研修情報提供・
就職あっせん

イ 就業状況等の現況確認

エ 就職相談

保育士・保育園支援センター
（都道府県等）

④再就職支援機関やその支援メニュー、求人情報の提供や再就職前研修情報の提供

保育士・保育園支援センター設置運営事業

コーディネーター

（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）

拡 充
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保育士宿舎借り上げ支援事業

【目的】

保育士の就業継続支援として、保育士の宿舎を借り上げるための費用の全部又は一部を支援する
ことによって、保育士が働きやすい環境を整備することを目的とする。

【実施主体】

待機児童解消加速化プランに参加する市町村（特別区を含む）

【要求（拡充）内容】

対象となる保育士について、採用された日から起算して５年以内の者という要件を設けていたが、
この要件を緩和し、採用から１０年以内の者まで事業の対象者を拡大する。

【補助率】

国 １／２ 市町村（特別区含む） １／２

※保育園等の設置者が実施する場合は 国１／２、市町村１／４、保育園等の設置者１／４

【補助単価】

１人当たり 月額82,000円（上限）

（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）

拡 充
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【概要】

＜市町村における人材確保に関する事業の例＞

○潜在保育士の再就職支援
・保育士・保育園支援センターとの連携による潜在保育士のマッチング支援（就職相談会の開催等）
・雇用管理制度の改善に関する説明会の開催等による保育事業者に対する多様な働き方の支援 等

○新卒の人材確保・就業継続支援
・保育士養成施設の学生に対するインターンシップや保育園見学の機会の提供
・高校生や中学生の職場体験
・新規採用された保育士を対象とした研修の実施（実践的な保育の技術の習得、保護者への対応等） 等

【実施主体】 市町村（特別区を含む）

【補助率】 国 １／２ 市町村 １／２

市町村

連携による
マッチング支援

保育士・保育園
支援センター

保育園等

インターンシップや
保育園見学の機会の提供

・就職相談会の実施

・事業者向け説明会
（短時間正社員制度の
導入支援など）

＜潜在保育士の再就職支援＞ ＜新卒の人材確保・就業継続支援＞

市町村

保育園等への勤務に興味を持って
いる高校生や中学生の職場体験の
機会を提供新規採用された保育士を

対象とした研修の実施

保育園

離職した
保育士の把握

新卒学生

高校生等

保育人材就職支援事業
（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）

新 規

就職相談会の開催等による潜在保育士の再就職支援や保育園見学等による新卒保育士の確保、新規採用された保育士への研修による就業
継続支援など、市町村が行う保育人材確保に関する取組に要した費用の一部を補助する
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民有地マッチング事業

【事業概要】

土地等所有者と保育園整備法人等のマッチングを行うため、地権者から整備候補地の公募・選考等
を行うとともに、当該候補地での保育園等整備を希望する法人の公募・選考等を行う。

【実施主体】

都道府県、市区町村

【拡充内容】

民有地マッチング事業を拡充し、保育園等の設置や増設に向けた地域住民との調整や、地域活動へ
の参加など、保育園等の設置、運営の円滑化を推進するため、市区町村又は保育園等にコーディネー
ターを配置することを新たに支援する。（別添参考を参照）

【補助率】

国 １／２ 都道府県 １／２

※市区町村が実施する場合は 国１／２、都道府県１／４、市区町村１／４

【補助額】

コーディネーター配置経費 １か所当たり 4,000千円

（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）

拡 充
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地域連携コーディネーターの機能強化

○ 保育園等の設置の際の地域住民との合意形成、保育園等設置後における３歳児の保育園
等への接続支援、地域活動への参加、保護者等への相談援助の実施など、保育以外の取組
を積極的に行う自治体・保育園等に対し、当該取組の実施に必要な人員の配置を支援する。

【保育園等】

○保育園設置に向けた地域住民との
調整・合意形成
○保育園・自治体間の連携 など

開所前 開所後

○３歳児の保育園等への接続支援
○地域活動への参加
○保護者等への相談援助 など

地域連携コーディネーター
自治体・保育園等に配置（民間事業者への委託も可）

住民説明会の開催

住民との調整
・合意形成

地域活動への参加

保護者等への
相談援助３歳児の保育園等

への接続

機能強化

参 考
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保育環境改善等事業

【事業概要】

保育園において、障害児を受け入れるために必要な改修等、病児保育（体調不良時対応型）を実施する
ために必要な設備の整備等に必要な経費の一部を助成する。

【実施主体】

都道府県、市区町村

【拡充内容】

保育環境改善等事業を拡充し、一時預かりの継続利用を実施するために必要な改修費及び放課後児童
クラブにおける乳幼児の受入れに必要な設備等に要する費用を補助対象にする。

【補助率】

国 １／２ 市区町村 １／２
※一時預かり事業の継続利用及び放課後児童クラブにおける乳幼児の受入れの改修費・設備等の場合

【補助額】

１施設当たり 32,000千円

（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）

拡 充
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サテライト型小規模保育事業の創設

【小規模保育事業所】

○ 小規模保育事業など、３歳未満の子どもの受け皿拡大を進める一方、当該子どもの３歳到達時における保育園等への
接続が課題となっている。
○ このため、「サテライト型小規模保育事業」を創設し、保育園等において３歳児以降の子どもの受入れを重点的に
行い、小規模保育事業所等と積極的に接続を行った場合に要する費用の一部を補助する。

【保育園等】

３歳未満児の受入れ強化

３歳到達

【実施主体】 市区町村

【補助率】 国 １／２ 市町村 １／２

【補助額】 １か所当たり 4,312千円

【保育園等】

０～５歳児
を受入れ

３歳児以降の
受入れ重点化

★小規模保育事業所で受け入れている
子どもの３歳到達時における保育園
等への積極的な受け入れを支援

インセンティブを付与

（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）

新 規
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【事業内容】
０歳児期間に育児休業を取得した場合、職場復帰に向け、保育園に入園できるかどうかの不安を解消
するため、
① 育児休業明けから保育園に入園する翌４月までの間における一時預かりやファミリー・サポート・
センターなどの代替サービスの利用料を支援
② 当該保育園が予約制を導入するために必要な保育、予約児童が入園するまでの間の保護者からの
相談、自治体との連絡調整等に対応するための職員１人分の人件費を加算

【実施主体】市町村 【補助率】国 １／２ 市町村 １／２

保育利用支援事業（予約制） 新 規

☆代替保育利用
・一時預かり
・ファミサポ 等

11月
H28 H29

11月４月 ４月

H30

（出生）

（５か月）

１年育休

（１年）

（入園予定日）

１．育休明けから４月までの代替保育の利用支援

２．保育園が予約制を導入するために必要な、保育・相談支援・連絡調整等を行うための人材の配置を支援

予約により
入園

１歳児
クラス

※育児休業を中断する保護者が多い

（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）
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【事業内容】
医療的ケア児について、その保護者や児童が保育園利用を希望される場合に、受け入れることが
できる保育園の体制の整備を行う。

人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児。

地方公共団体において看護師を雇い上げた際の費用を補助し、医療的ケア児の受入れを行う保育園等
に必要に応じて看護師を派遣する。
あわせて、医療的ケア児を受け入れるに当たって以下の取組を実施。
・ 保育士のたん吸引等を実施するための研修受講を支援する。（当該研修に係る代替職員の配置等）
・ 医療的ケア児受入れの際に、（研修受講済み）保育士を補助する保育士等の加配を行う 等

【実施主体】都道府県又は市町村

【補 助 率】国 １／２ 都道府県・指定都市・中核市 １／２
（市町村が実施する場合は、国 １／２ 都道府県 １／４ 市町村 １／４）

雇用

配置
地方公共団体

Ａ保育園

Ｂ保育園

医療的ケア児とは

地方公共団体において看護師を雇い上
げ、保育園に対して看護師を派遣する
ことにより、医療的ケア児の受入体制
を整える。

医療的ケア児保育支援モデル事業
（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）

新 規
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○新たな取組（保育園等の事故防止の取組強化）

○子ども・子育て支援新制度では、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者は、事故の発生又は再発を防止するための措置及び事故が発生した場合における市町
村、家族等に対する連絡等の措置を講ずることとされている。（特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 第32条、第50条）
○平成26年６月30日開催の第16回子ども・子育て会議において、特定教育・保育施設等の重大事故の発生・再発防止について行政の取組のあり方等を検討すべきとされた。

○教育・保育施設等における重大事故の再発防止策に関する検討会（平成26年９月８日）を設置し、次の事項について議論
①重大事故の情報の集約のあり方 ②集約した情報の分析、フィードバック、公表のあり方 ③事故の発生・再発防止のための支援、指導監督のあり方

○重大事故の集約範囲・方法・公表のあり方について取りまとめ

報告様式を定め、報告期限の目安（第１報は事故発生当日等）を設定する等、事故報告制度を全般的に見直し。 ※平成27年２月16日に３府省で通知

・公表のあり方： 国において事故報告をデータベース化し、内閣府HPで公表（個人情報を除く） ※平成27年６月より四半期ごとに内閣府HPで公表

○重大事故の発生防止のための今後の取組みについて取りまとめ
・事故の発生防止（予防）のためのガイドライン、マニュアルの作成（検討会では骨子を作成）
・事故の発生・再発防止のための指導監督のあり方
・事故の再発防止のための事後的な検証
地方自治体…死亡事故、必要と判断した場合の死亡事故以外の重大事故の検証
国…有識者会議を設置（H28.4.21）し、検証報告等を踏まえ、再発防止策を検討

２．検討会の議論

１．背 景

保育園等の事故防止の取組強化事業

３．中間取りまとめ（平成26年11月28日）

４．最終取りまとめ(平成27年12月21日）
地方自治体宛てに以下を通知し、施設・事業者に周知
➀ 教育・保育施設等における重大事故の再発防止のため
の事後的な検証について

➁ 教育・保育施設等における事故防止及び事故発生
時の対応のためのガイドライン

◎保育園や認可外保育施設等での死亡事故を防止するため、死亡事故等の重大事故の防止を内容とした研
修の実施や睡眠中、食事中、水遊び中等の重大事故が発生しやすい場面での巡回支援指導を行う。

○死亡事故等の重大事故の防止を内容とした研修事業の実施

○死亡事故等の重大事故の発生防止のための巡回支援指導員の自治体への配置 認可外
保育施設

事故防止
の取組

認可保育園等

死亡率ゼロを目指す

＜所要額＞
【研修事業】 補助率： 国１／２ 都道府県又は市町村１／２

補助額： １人当たり６千円
【巡回支援指導事業】 補助率： 国１／２ 都道府県又は市町村１／２

補助額： 巡回支援指導員１人当たり４，０６４千円

新 規

（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）
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【概要】
認可外保育施設・事業における都道府県又は市町村への届出・報告等に係る手続きの利便性を高め、施設・事業者からの設置の届出等を
促し、あわせて、都道府県又は市町村における事務負担の軽減を図る。

【実施主体】 都道府県、指定都市、中核市又は市町村

【補助率】
国 3／4 都道府県、指定都市、中核市 １／4
（都道府県から市町村に権限委譲している場合） 国 ３／４ 都道府県 １／８ 市町村 １／８

【補助基準額】
１自治体当たり 40,000千円

都道府県又は市町村

届出等システム
の導入

○システムの構築

○届出、運営状況報告
等の情報の集約

ICT化により、届出等手続きの負担減

【厚生労働省】

費用の補助

届出等業務効率化
による指導の強化

保育施設・事業の届出に伴うＩＣＴ化推進事業

認可外保育施設

認可外の居宅
訪問型保育事業
（ベビーシッター）

書類作成効率化による
保育環境の改善

基本情報の
提供

施設・事業の
実態把握

（保育対策総合支援事業費補助金 394.8億円の内数）

新 規
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4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（改善率）

＋

安心こども基金
において創設

保育緊急確保事業
で事業継続

公定価格に
組み込む（恒久化）

※28年人事院勧告準拠（28補正案）

※ 処遇改善等加算（賃金改善要件分）は、平成25、26年度においては「保育士等処遇改善臨時特例事業」により実施
※ 各年度の月額給与改善額は、予算上の保育士の給与改善額

保育士等の処遇改善の推移（平成２４年度との比較）

※26年人事院勧告
準拠（26補正）

※27年人事院勧告
準拠（27補正）

※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）
消費税財源

※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）
消費税財源以外

※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）
消費税財源

＋約３％
（月額約9,000円）

＋約５％
（月額約15,000円）

＋約７％
（月額約21,000円）

＋約８％
（月額約26,000円）

（2012） （2013） （2014） （2015） （2016） （2017）

（予定）

０．７兆円

メニュー
（消費税財
源）

０．３兆円
超メニュー

新たな
財源

＋約10％＋最大４万円
（月額約32,000円＋最大４万円）

技能・経験
に着目した
更なる処遇
改善
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副主任保育士 ※ライン職

【要件】
ア 経験年数概ね７年以上
イ 職務分野別リーダーを経験
ウ マネジメント＋３つ以上の分野
の研修を修了
エ 副主任保育士としての発令

専門リーダー ※スタッフ職

【要件】
ア 経験年数概ね７年以上
イ 職務分野別リーダーを経験
ウ ４つ以上の分野の研修を修了
エ 専門リーダーとしての発令

①保育士等（民間）のキャリアアップの仕組み・処遇改善のイメージ

職務分野別リーダー

【要件】
ア 経験年数概ね３年以上
イ 担当する職務分野（左記①～⑥）の研修を修了
ウ 修了した研修分野に係る職務分野別リーダー※としての発令
※乳児保育リーダー、食育・アレルギーリーダー 等
※同一分野について複数の職員に発令することも可能

キャリアアップ研修の創設

→以下の分野別に研修を体系化

※ 研修の実施主体：都道府県等

※ 研修修了の効力：全国で有効

※ 研修修了者が離職後再就職
する場合：以前の研修修了の
効力は引き続き有効

園長
＜平均勤続年数24年＞

主任保育士
＜平均勤続年数21年＞

保育士等 ＜平均勤続年数８年＞

月額５千円の処遇改善

【研修分野】

①乳児保育 ②幼児教育
③障害児保育 ④食育・アレルギー
⑤保健衛生・安全対策
⑥保護者支援・子育て支援
⑦保育実践 ⑧マネジメント

新新

新

新

月額４万円の処遇改善
（園長・主任保育士を除く保育士等全体の概ね１／３）

※新たな名称はすべて仮称

研修による技能の習得により、
キャリアアップができる仕組みを構築

このほか、更なる「質の向上」の一環として、全職員に対して２％（月額６千円程度）の処遇改善を実施

※上記処遇改善の対象は、公定価格における現行の処遇改善等加算の対象と同じ。
※ 「園長・主任保育士を除く保育士等全体の概ね１／３」とは、公定価格における職員数に基づき算出したもの。
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○ 経験年数に係る要件については「概ね」であり、各保育園等に

おける職員の状況を踏まえ決めることができる。

○ 研修に係る要件については、平成29年度は当該要件を課さず、

平成30年度以降は、職員の研修の受講状況等を踏まえ、決定。

○ 月額４万円の配分については、保育園等の判断で、技能・経験

を有するその他の職員（園長を除く）に配分することができる。

ただし、月額４万円の対象者を一定数確保。

○ 技能・経験を有する保育士等に対する処遇改善については、

職務手当を含む月給により実施。

留意事項
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保育士等（民間）のキャリアアップの仕組み導入後の職制階層（イメージ ）

＜定員９０人（職員１７※人）のモデル（公定価格前提）の場合＞
※園長１人、主任保育士１人、保育士１２人、調理員等３人

１人

１人

７人

３人

５人

主任保育士

副主任
保育士
（新設）

専門
リーダー
（新設）

園長

職務分野別リーダー
（新設）

保育士等

５人／１５人
＝ １／３

※新たな名称はすべて仮称

１５人

月額４万円
の処遇改善

月額５千円
の処遇改善

２％（月額
６千円程度）
の処遇改善

＋

＋
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36

平成29年度幼児教育無償化に向けた対応（保育園）

１．市町村民税非課税世帯の第２子保育料の無償化

市町村民税非課税世帯（第２階層）＜生活保護世帯を除く年収約260万円未満＞

第２子保育料 ３歳以上児 3,000円（月額）⇒ 0円（月額）
３歳未満児 4,500円（月額）⇒ 0円（月額）

２．年収360万円未満世帯のうちひとり親世帯等について、第１子保育料を市町村民税非課税世帯並みに軽減

①市町村民税所得割課税世帯（第３階層）＜年収約260～330万円未満＞

第１子保育料 ３歳以上児 7,750円（月額）⇒ 6,000円（月額）
３歳未満児 9,250円（月額）⇒ 9,000円（月額）

②市町村民税所得割課税世帯（第４階層の一部）＜年収約330～360万円未満＞

第１子保育料 ３歳以上児 13,500円（月額）⇒ 6,000円（月額）
３歳未満児 15,000円（月額）⇒ 9,000円（月額）

※年収360万円未満世帯のうちひとり親世帯等について、第２子以降の保育料は平成28年度無償化

対象人数 9.5万人

所 要 額 37.0億円（国費 12.2億円、地方費 24.8億円）
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平成２９年度当初予算（案）
（幼児教育関係）の概要
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幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進（幼稚園就園奨励費補助）

※幼稚園就園奨励費補助 （ 補助率：１／３以内 ）
幼児教育の振興を図る観点から、保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図る「幼稚園就園奨励事業」を実施している地方公共団体に対し国が所要経費の一部を補助する。

○ 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、すべての子供に質の高い幼児教育を保障するため、幼児教育に係る保護者負担を
軽減し、無償化に段階的に取り組む。
○ 「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」（平成28年８月１日開催）で取りまとめられた方針等を踏まえ、平成29年度については、低所
得の多子世帯等の保護者負担軽減を図り、幼児教育無償化に向けた取組を推進する。

平成28年度予算額 ３２，２７２百万円
平成29年度所要額（案） ３３，４２３百万円

（対前年度 １，１５１百万円増）
うち、子ども・子育て支援新制度移行分を除いた文部科学省予算計上分
o

平成29年度予算額（案） ３０，８９９百万円

１．市町村民税非課税世帯第2子の無償化 ＜参考：平成29年度 国庫補助限度額＞

◆市町村民税非課税世帯の第２子の保護者負担を無償にする。
＜保護者負担額＞
第2子 H28:年額 18,000円 → 0円（▲18,000円）

◆ひとり親世帯等の保護者負担の軽減措置を更に拡充する。
＜保護者負担額＞
第1子 H28:年額 91,000円 → 年額 36,000円（▲55,000円）

２．市町村民税所得割課税額77,100円以下世帯の保護者負担軽減

◆その他の世帯の保護者負担を以下のとおり軽減する。
＜保護者負担額＞

第1子 H28:年額192,800円 → 年額168,800円（▲24,000円）

第2子 H28:年額 97,000円 → 年額 85,000円（▲12,000円）

所要額：1.6億円（うち文部科学省計上分1.0億円）

所要額：0.7億円（うち文部科学省計上分0.3億円）

所要額：9.2億円（うち文部科学省計上分5.6億円）

※赤字部分は平成29年度拡充分

※ 上記表の（）内の金額は、保護者が実際に負担する月額の目安。補助限度額は保育料
の全国平均単価（308,000円）。
※ 市町村民税所得割課税額（補助基準額）及び年収は、夫婦（片働き）と子供２人世帯の
場合の金額であり、年収はおおまかな目安。
※ 就園奨励事業は市町村が行う事業であり、実際の補助額は市町村により異なる。

第1子 第2子 第3子以降

272,000円 308,000円 308,000円

（3,000円） （0円（無償化）） （0円）

139,200円 223,000円 308,000円

（14,100円） （7,050円） （0円）

272,000円

（3,000円）

62,200円 185,000円 308,000円

(20,500円) (10,250円) （0円）

0円 154,000円 308,000円

(25,700円) (12,850円) （0円）

第Ⅳ階層　市町村民税所得割課税額211,200円以下の世帯
（年収約680万円未満相当）

第Ⅴ階層　市町村民税所得割課税額211,201円以上の世帯
（年収約680万円以上）

ひとり親世帯等の特例

第Ⅲ階層　市町村民税所得割課税額77,100円以下の世帯
（年収約360万円未満相当）

308,000円

（0円）

階　層　区　分

第Ⅰ階層　生活保護世帯

第Ⅱ階層　市町村民税非課税世帯等
（年収約270万円未満相当）

ひとり親世帯等の特例

補　助　単　価

（0円）

308,000円

308,000円

（0円）

１
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幼児教育の推進体制構築事業 平成２９年度予算額（案）
183百万円（203百万円）

文部科学省

都道府県等
幼児教育センターの設置

市町村
幼児教育アドバイザーの配置

・幼児教育センターの設置委託
・指導資料、好事例、研究成果等の提供 等

・幼児教育アドバイザーの配置委託
・指導資料、好事例、研究成果等の
提供 等

・幼児教育アドバイザーに
対する助言・援助
・研究成果の共有 等

幼稚園・保育所・認定こども園

・幼稚園教諭・保育士・保育教諭に
対する研修機会の提供
・研究成果の共有 等

・教育内容や指導方法、指導環境の
改善について助言 等

※幼児教育の専門的
知見や豊富な実践経
験を有する人材

＜推進体制の構築例＞ 【委託先】 都道府県、市町村等
・国における調査研究拠点の
在り方検討
・好事例の収集・分析
・好事例の発信・全国展開

大学等

地域の大学等、養成機関と連
携した研修の提供

小学校

幼保小接続の課題への対応

※園内の研修・指導体制
についても検討

○ すべての子供に質の高い幼児教育の提供を目指す、子ども・子育て支援新制度の施行により、幼児教育の提
供体制の充実が図られているところであるが、提供される幼児教育の内容面についても充実を図る必要がある。
○ 幼稚園・保育所・認定こども園を通して、幼児教育の更なる質の充実を図るため、地域の幼児教育の拠点とな
る「幼児教育センター」の設置や、幼稚園・保育所・認定こども園等を巡回して助言等を行う「幼児教育アド
バイザー」の育成・配置など、以下の課題等への効果的な対応のために適切な、地方公共団体における幼児教
育の推進体制を構築するためのモデル事業を行い、好事例を収集・分析した上でその成果を全国展開する。

②

⑥

①

③、⑤

④、⑤

①都道府県による私立幼稚園・保育所等を含めた研修機会の提供の在り方 ②研修の提供に当たっての大学等、地域の養成機関との連携
③都道府県による域内市町村に対する助言・指導の在り方 ④市町村による域内の幼児教育施設への助言等の在り方
⑤助言等を行う人材の育成方法 ⑥幼保小接続の課題へ対応するための幼児教育施設・小学校双方での対応の在り方 等

・内閣府
・厚生労働省

※認定こども園・保育所
の所管の観点から文
部科学省に協力

幼児教育の質の向上２
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【背景】
◆ 子ども・子育て支援関係の人材に対する需要が増加していることを受け、幼児教育の質を支える優秀な幼稚園の人材
確保が喫緊の課題
◆ 子育てを巡る環境が変化し、幼稚園に求められる役割が拡大・多様化する中で、園内研修や教材研究の機会の充
実など教員一人一人の資質を高めることのできる環境を整備するとともに子供と向き合える時間を確保することが重要

◇幼稚園業務の支援システムの導入を推進し、
多岐にわたる幼稚園教諭の業務負担の軽
減を図る。

◇補助率：国 3/4 事業者 1/4

◇基準単価：１園あたり72万円
（システム導入に必要な経費）

◇件数：500園

◇幼稚園に優秀な人材を確保するため、先導的
な取組を支援し、有効な方法を検証する。

（取組の例）

◇委託先：12団体（地方自治体、幼稚園関係団体）
＠500万円～1,000万円（活動規模に応じて決定）

園務改善のためのICT化支援
270百万円（新規）

幼稚園の人材確保支援事業
86百万円（新規）

幼稚園の人材確保のための取組の推進

優秀な人材の安定的確保、早期離職の防止、教員の質向上のための環境整備に関する取組を支援

人材登録、求
職者紹介等の
マッチング制度
の構築

域内幼稚園
の合同就職
説明・採用活
動の実施

離職防止対
策（キャリア
に応じた研修
など）

再就職支援
（研修、情報
提供の在り
方、その他復
帰支援策等
の検討）

・園児の登園管理
・指導要録の作成
・保護者向けのメール配信

（支援システムの例）

平成29年度予算額（案）
356百万円（新規）
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幼稚園の人材確保支援事業 平成29年度予算額（案）：86百万円

背景・課題

◆ 子ども・子育て支援関係の人材に対する需要が増
加していることを受け、幼児教育の質を支える優秀な
幼稚園の人材確保が喫緊の課題

○保育の受け皿拡大を受け、求められる保育サービスを提供するための保育
士が不足し、保育士確保にむけた取組が積極的に行われている
・平成28年２月有効求人倍率
保育士：2.4 一般：1.2 幼稚園教員：1.9
・平均賃金（月額）
保育士：219.2千円 幼稚園教員：229.8千円

出典：職業安定業務統計（H28.2)、賃金構造基本統計調査（H27）

◆ 幼稚園教員（特に私立幼稚園）の勤務経験年数が
短い傾向にあり、幼稚園教員の安定した確保が課題

○勤務年数が短い
幼稚園・・・10年未満の教員が約73％ 平均勤続年数 約７年

○30歳未満までの離職者が非常に多い
私立幼稚園・・・約70％ ※公立小学校・・・約6.3％

出典：学校教員統計調査（H25）、経営実態調査（H24）

◆ 待機児童数、保育所、幼稚園の施設数、人口など、
地域によって状況が異なることから、幼稚園教員の確
保に向けた多様な取組の事例が必要

・保育所等の定員数が100人以上増加した市区町村
大阪府大阪市、宮城県仙台市、神奈川県横浜市
・保育士の有効求人倍率が急増している都道府県（H27.1とH28.1の比較）
鳥取県（2.38→4.6）、和歌山県（2.0→3.31）、東京都（5.13→6.24）

事業の内容

◆幼稚園に優秀な人材を確保するための先導的な
取組を支援し、有効な方法を検証
◆委託先：12団体（地方自治体、幼稚園関係団体）
＠500万円～1,000万円（活動規模に応じて決定）

具体的な取組例

・離職防止対策（キャリアに応じた研修など）
・人材登録、求職者紹介等のマッチング制度の構築
・域内幼稚園の合同就職説明、採用活動の実施
・再就職支援（研修、情報提供の在り方、
その他復帰支援策等の検討）

幼稚園

都道府県・幼稚園関係団体

養成大学等

○合同就職支援体制の構築
・合同説明会の開催
・合同採用試験の実施
・若手教員とのサークルトークによる魅力紹介
○マッチング体制の構築
・幼稚園教員免許をもつ者の登録
・求人のある幼稚園を紹介（短期勤務、アルバイト含む）
・職場復帰支援のための研修実施
○離職防止のための体制構築
・メンタルヘルス研修の実施や職員等への相談対応
・ミドルリーダー養成研修の実施
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都道府県協議会（教育委員会）
（中央協議会を踏まえ新幼稚園教育要領の説明、

地域住民や保護者への周知）

幼稚園教育要領の普及・啓発

中央協議会（文部科学省）
（新幼稚園教育要領の説明、先進事例の発表等）

教育委員会指導主事、幼稚園園長等の参加

新幼稚園教育要領の趣旨の徹底新幼稚園教育要領の解説書等の作成

現在、幼稚園教育要領の改訂の議論が進められ、平成２８年度中に新しい幼稚園教育要領が示される予定
である。新幼稚園教育要領の実施を控え、その趣旨の徹底を図るために解説書等の作成、説明会の開催等
の取組を実施する。

今後のスケジュール

公立私立幼稚園教員、小学校教員、
保護者や地域の関係者等の参加

平成２８年度
平成２９年度
平成３０年度

中教審答申、新幼稚園教育要領の告示
新幼稚園教育要領の周知・徹底
新幼稚園教育要領の全面実施予定

●新幼稚園教育要領の解説書の作成

新幼稚園教育要領を正しく理解するため、記述の意味
や解釈などの詳細について説明した解説書を作成。

●新幼稚園教育要領に関する指導書の作成
新幼稚園教育要領を着実に実施していくため、幼小接
続などに関する具体的な実践事例とその解説
などを掲載し、教職員の実践の手掛かりとなる指導書を
作成。

●幼児期の教育に関するパンフレットの作成
家庭や地域との連携を図るため、新しい幼稚園教育要
領の理念などについて分かりやすく解説し、社会全体の
理解増進を図るパンフレットを作成。

平成２９年度予算額（案）
５８百万円（２２百万円）
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OECD ECEC Network事業の参加

・ 幼児教育・保育に従事する保育者の勤務環境に焦点を当てた国際調査の実施。

・ 幼児教育・保育施設の保育者の勤務環境等について国際比較を行うことで、各国の政策の分析や改善につな

げる。本調査の成果は、我が国にとっても今後の幼児教育政策の基礎情報として非常に重要（日本を含む１５

か国が参加予定）。

＜国際幼児教育・保育従事者調査（International ECEC Staff Survey)＞

◇ 実施主体： 経済協力開発機構（OECD）、国内調査実施機関は国立教育政策研究所幼児教育研究センター

◇ 主な調査内容：
園の環境、園でのリーダーシップ、職場の雰囲気・勤務環境、仕事への満足度、園外の関係者との連携・協力等

◇ 対象： 国公私立の幼稚園、保育所及び認定こども園（予備調査：計30園※、本調査：計220園※）
※国際的に定められた調査標本抽出法により無作為に抽出。
※園長及び保育者への質問紙調査

◇ スケジュール：
平成29年1月20日 予備調査対象園を都道府県、指定都市、中核市を通じて通知

6月中旬 予備調査実施
平成30年 本調査実施
平成31年 OECDによる調査結果の公表

[調査概要]

○ 現在、OECD（経済協力開発機構）において、質の高い幼児教育を提供するための基礎データとなる国際比

較調査事業等が計画されている。

○ 現在は収集されていない、全国規模かつ国際比較可能な、教職員の活動実態に関するデータなど、質の高

い幼児教育の提供に向けた施策展開のための重要な基礎情報を得るため、OECDの実施する以下の調査に

参加する。

平成29年度予算額（案）
9百万円（10百万円）
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認定こども園等への財政支援

認定こども園整備

幼稚園耐震化整備

○ 認定こども園の施設整備に要する費用の一部を補助
（新増改築、大規模改修等）
・幼保連携型認定こども園の教育を実施する部分
（いわゆる幼稚園部分）
・幼稚園型認定こども園の幼稚園部分
・保育所型認定こども園の幼稚園機能部分
○ 負担割合： 国１／２、市町村１／４、事業者１／４
※ 年度内に自治体の定める認定基準を満たす必要がある。
既存の幼保連携型認定こども園の機能拡充も補助の対象。

○ 認定こども園への移行を予定する私立幼稚園について、園舎
の耐震指標等の状況に応じて実施する耐震化を支援。
（改築、増改築等）
・私立幼稚園の耐震化経費
○ 負担割合： 国１／２、事業者１／２
※ 既に認定こども園に移行した場合を含む。

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業

幼児教育の質の向上のための緊急環境整備

認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援

○ 幼稚園教諭免許状と保育士資格の併有の促進を支援するため、
幼稚園教諭免許状を取得等するための受講料、及び保育士資格を
取得する幼稚園教諭の代替に伴う雇上費を補助。
○ 負担割合： 国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

○ 施設における遊具・運動用具・教具・衛生用品等の整備費用を支
援。
○ 負担割合： 認定こども園の場合・・・国１／２、事業者１／２

その他幼稚園 ・・・国１／３、事業者２／３

○ 認定こども園における質の向上に関する研修、幼稚園・保育所の
教職員の合同研修等の実施費用等を支援。
○ 負担割合： 国１／２、事業者１／２
※ 都道府県や関係団体等が主催する研修が対象。

認定こども園施設整備交付金
３，００３百万円（３，００３百万円）

教育支援体制整備事業費交付金 ※一部再掲含む

１，１４５百万円※（２，１３３百万円）

認定こども園等への円滑な移行のための準備支援

○ 認定こども園等に移行する幼稚園の準備に必要な経費を支援。
○ 負担割合： 国１／２、事業者１／２

園務改善のためのICT化支援（再掲）

○ 認定こども園等における園務を改善するため、園のICT化を促進し、
事務負担の大幅な軽減を図る。
○ 負担割合： 国３／４、事業者１／４

防犯対策整備

○ 幼稚園型認定こども園における門、フェンス、防犯カメラ等の
設置に要する費用の一部を補助。
・幼稚園が他認定こども園の防犯対策整備
○ 負担割合： 国１／２、市町村１／４、事業者１／４
（補助基準額は一律1,800千円）
※幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園における同内容の
補助は、厚生労働省所管の保育所等整備交付金により補助予定。

幼児教育の環境整備の充実
３ 平成29年度予算額（案）

4,148百万円（5,136百万円）
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平成２９年度 私立幼稚園施設整備費補助の概要 平成29年度予算額（案）
502百万円（501百万円）

事業概要

学校法人立幼稚園等の緊急の課題となっている耐震化のための耐震補強、耐震改築、非構造部材
の耐震対策工事に要する経費とともに、施設の新増改築、アスベスト対策工事やエコ改修等に要す
る経費の一部を補助する。

対象事業 補助率

１．耐震補強工事
耐震補強、非構造部材の耐震対策、防災機能強化
２．防犯対策工事
門・フェンス・防犯監視システム等の設置工事
３．新築・増築・改築事業
新築、増築、耐震改築、その他危険建物の改築
４．アスベスト等対策工事
吹き付けアスベストの除去等
５．屋外教育環境整備
アスレチック遊具、屋外ステージ等の整備
６．エコ改修事業
太陽光発電の設置、省エネ型設備の設置

【１／２以内】
・地震による倒壊等の危険性が高い（Is値0.3未
満）施設の耐震補強工事

【１／３以内】
・上記以外
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一時預かり事業（幼稚園型）に係る補助単価の見直し（案）【Ｈ２９】

趣 旨

幼稚園における待機児童や小規模保育等の卒園生の受入れ、多様な預かりニーズへの対応
を推進するため、預かり保育の長時間化・通年化を図る。

２．長期休業期間中の単価増

見直し内容

○現行単価（１人当たり日額） ： １００円

・ 預かり時間（教育時間を含む）が８ｈを超えた場合に適用

・ 待機児童に係る緊急対策の一環として、平成28年度か
ら、
特定の自治体に限り、時間に応じた単価を適用（１００円
～ ３００円）

○見直し後単価（１人当たり日額） ※ 全国一律

超過時間２ｈ未満の場合 １００円

超過時間２ｈ～３ｈの場合 ２００円

超過時間３ｈ以上の場合 ３００円

１．長時間加算の単価増

○現行単価（１人当たり日額）： ４００円

・ 基本分は、４ｈの預かりを想定して一律 ４００円に設定

・ 土日祝については、８ｈの預かりを想定して８００円に設定

○見直し後単価（１人当たり日額）

土日祝以外の長期休業期間中についても、８ｈ預かる
場合には８００円 とする（４ｈ預かる場合は４００円のまま）

※ 長時間加算は、別途適用

長期休業期間中の預かりへのインセンティブを強化

現行単価では必要経費を十分に賄えず、長期休業
期間中の預かりが円滑に実施できないとの指摘

長時間の預かりへのインセンティブを強化

※ 緊急対策を一般化（全国に適用）し、潜在的待機児童を

含め、 幼稚園での適確な受入れを促進

【参考データ】 幼稚園における預かり保育の実施状況 （平成２６年５月１日現在）

○ 預かり保育の実施率 ８３％ （私立９５％、公立６１％）

・ うち、長時間（午後６時以降まで）の実施率２９％ （私立３５％、公立１１％） ・ うち、長時間休業中の実施率 ６２％（私立７０％、公立３８％） 46


